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3-2-3 概略設計図 

「3-2-2 基本計画（機材計画）」に基づいて計画した、プロジェクト・サイトにおける計

画機器一覧表および太陽光発電システム図、機器配置図、附帯施設建築図等の概略基本設計

図を以下に示す。 

(1) 計画機器一覧表 

プロジェクト・サイトにおける計画機器一覧表について、表 3-11 に示す。 

表 3-11 計画機器 

出典： 調査団作成 

機材番号 名称 主な仕様 数量 備考 

EQ-01 太陽電池モジュール 
結晶系または薄膜アモルファス系

300kW 以上 
１式 屋外設置 

EQ-02 
太陽電池モジュール

取付用架台 
鉄骨製（溶融亜鉛メッキ） １式 屋外設置 

EQ-03 
パワーコンディショ

ナー 
容量 300KW 以上。出力 380V １式

複数台設置。モニ

ター棟内設置 

EQ-04 接続箱 収納機器；直流出力開閉器、その他 １式 屋外設置 

EQ-05 集線箱 収納機器：直流出力開閉器 １式 屋外設置 

EQ-06 

計測監視装置 

（パーソナルコン

ピュータ） 

・パーソナルコンピュータ 

・カラーディスプレイ（19 インチ以上）

・データ検出用機器 

・信号変換装置 

・UPS（10 分間以上計測監視装置が起

動可能な容量） 

・カラープリンター(A3 対応) 

・計測監視用ソフト 

・ディスプレイ装置用ソフト 

１式 モニター棟内設置 

EQ-07 日射計 １台 屋外設置 

EQ-08 
気象観測装置 

気温計 ２台 屋外設置 

EQ-09 表示ディスプレイ 32 インチ以上（液晶または PDP） １台 モニター棟内設置 

EQ-10 受変電盤 変圧器（630kVA）を含む １式 変電所棟内設置 

EQ-11 防犯カメラ 
外部仕様固定式 

カラー画像 

14

台 
屋外設置 

EQ-12 LCD モニター 
フラットパネル 21 インチ以上 

（液晶） 
１台 モニター棟内設置 

EQ-13 
デジタルビデオレ

コーダー 

デジタル録画機（含む、600GB 以上の

ハードディスク）） 
１台 モニター棟内設置 

EQ-14 ハードディスク 
内臓ハードディスク 

（2.4TB 以上） 
１台 モニター棟内設置 

EQ-15 
パワーサプライユ

ニット 

入力電圧：AC 220V 

出力電圧：AC 24V （5A 以上） 
１台 モニター棟内設置 

EQ-16 キャビネットラック 
自立式：570 mm (W) x 440 mm (D) x 

2000mm (H) 
１台 モニター棟内設置 
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(2) 概略基本設計図 

基本設計図は以下の通りである。図面を以降に添付する。 

PV-00 Site Map:  

農産加工団地－案内図 

PV-01 Equipment Schedule for PV System and General Arrangement  

for PV System:  

太陽光発電設備機器リスト及び配置計画図 

PV-02 Single Line Diagram for PV System:  

太陽光発電設備単線結線図 

PV-03 Schematic Diagram for PV System, Compound Lighting  

and CCTV System:  

太陽光発電設備，外灯及び監視カメラ設備配線系統図 

PV-04  System Block Diagram for CCTV System:  

監視カメラシステム設備系統図 

PV-05 Exterior Wiring Plan for PV System:  

太陽光発電設備配線図 

PV-06 Exterior Wiring Plan for Compound Lighting and CCTV System:  

外灯及び監視カメラ設備配線図 

A-01  Monitor Building Plan:  

モニター棟平面図 

A-02  Monitor Building Elevation/Section:  

モニター棟立面図／断面図 

A-03  Substation Building Plan:  

変電所棟平面図 

A-04  Substation Building Elevation:  

変電所立面図 

A-05  Substation Building Section:  

変電所断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

(1) 基本事項 

1) 実施体制 

本件実施に当たっては、「図 3-6 事業実施体制」に示すとおり、責任・実

施機関である PEA が中心となり、関連・支援機関である計画庁（MOPAD）、

PIEFZA および既存の配電網を運営管理している JDECO との調整を行う。 

パレスチナ 

本邦コンサルタント 

契約 契約 

監理  

契約 

JDECO 

機材調達業者 

Government  
of Japan 

交換公文(E/N) 

J I C A 
贈与契約 

(G/A) 

Consultative 
Committe 

MOPAD PIEFZA

PEA 

調達代理機関 

大使館 

JICA 事務所

 

出典：調査団作成 

図 3-6 事業実施体制 

2) 交換公文（E/N） 

環境プログラム無償の内容は、両国政府が交換した公文に基づいて決定され

る。交換公文には、確認に基づいてプロジェクトの目的、実施時期、条件、無

償資金の供与額等の事項が記載される。 

3) 手続きの詳細 

環境プログラム無償による調達やサービスの具体的手順は、贈与契約(G/A)

に署名される際に両国政府の所管機関の間で合意の上決定される。 

合意すべき主要な事項の概要は以下のとおりである。 

a）JICAはプロジェクトの実施を監理する。 

b）製品やサービスの調達は、JICAの「環境プログラム無償の調達ガイドライ

ン」に基づいて調達、供与される。 

c）被援助国は、調達代理機関と契約を結ぶ。 

d）調達代理機関は、調達代理機関へのすべての資金の転送について、被援助

国の代理人として機能する。 
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4) 調達代理機関 

調達代理機関は、被援助国に代わって環境プログラム無償に関わる製品およ

びサービス（含む、資金管理、入札準備、契約）の調達サービスに係わる業務

を遂行することを任命されている。調達代理機関は、被援助国との間で交わす

契約条項に則りサービスを提供する公明正大な専門機関である。また、調達代

理機関は、日本国政府より被援助国政府に推薦され、両国政府の所管機関の間

で交わされる合意議事録（A/M）において合意される。 

5) 本邦コンサルタントの設計監理業務の方針 

本邦コンサルタントが設計監理業務を実施するにあたっては、JICA 発行「無

償資金協力実施に係わるコンサルタント業務ガイドライン」に基づいて、本プ

ロジェクトが円滑に実施され協力の目的が達成されるよう、その役割を果たす

こととする。そのために必要なすべての業務を行うものとし、特に本邦契約者

に対する公正性、中立性などにも留意し、調達代理機関およびパレスチナ側実

施機関の信頼が得られるよう努めることとする。 

(2) 現地輸送業者の活用分野 

本プロジェクトの対象サイトは、パレスチナ西岸地区にあるジェリコ市郊外に計画され

ている農産加工団地建設用地（第一期工事）の一画である。輸送区間は、「日本－イスラ

エル間」と「イスラエル－パレスチナの対象サイト（ジェリコ）間」に大別できる。「日

本－イスラエル間」については、円滑な手続きおよびスケジュール遵守の信頼性の面から

日本の輸送業者の採用が妥当である。一方、「イスラエル－パレスチナの対象サイト（ジェ

リコ）間」の内陸輸送については、現地の輸送事情に精通した現地輸送業者を日本の輸送

業者（または、本プロジェクト落札業者）の下で活用することが、工期および品質を確保

する上で有効である。 

(3) 現地据付業者の活用分野 

現地据付業者（含む、ローカルコントラクター）は、本プロジェクトで調達される規模

の太陽光発電パネルおよびそれに接続する機器の据付実績がなく、据付に必要な十分な知

識や実施能力を有していない。従って、本プロジェクトにおいては、本邦企業が元請けと

なって据付工事全体を取りまとめることとし、現地据付業者を訓練・指導して据付を実施

することにより、経済的かつ高品質の据付工事が可能となる。 

(4) 現地コンサルタントの活用分野 

パレスチナには、建築・土木設計のコンサルタント業務を実施可能な会社は存在するが、

本プロジェクトのように太陽光発電システムに関する知見を有し、中立的な立場でコンサ

ルティング業務を行える会社は存在しない。一般的に現地コンサルタント（建築・土木設

計事務所を含む）はまだ経験が浅く、大規模な外国の援助案件を元請けで受注するほどの
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実績はないと判断される。従って、その活用にあたっては本邦コンサルタントの補助とし

て雇用し、本プロジェクトを通じて技術移転を図る。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

現地調査の結果、現地業者は、太陽光発電システムの調達、据付の経験が乏しいことか

ら、限られた施工期間内に確実にプロジェクトを実施するために機材開梱、基礎の施工、

機器組み立て・設置のみ現地業者にて行い、調整・試運転、初期操作指導及び運用指導に

ついては、受注企業より派遣された技術者により行うこととする。なお、現地業者は、太

陽光発電装置の組み立て・設置の経験に乏しいことから、事前に受注企業より派遣された

技術者によるトレーニングを行い、据付作業を行う計画とする。 

据付工事手順： 

 太陽光発電装置架台（基礎・鉄骨架台）構築 

 機器開梱・機器組み立て・据付 

 調整試運転 

 初期操作指導 

 運用指導 

 検収・引渡し       

工事工程： 架台構築工程、機材設置工程、建築工事工程については、表 3-19 業

務実施工程表を参照のこと。 

(1) 施工上の留意点 

1) 特別高圧変圧器および附帯機器据付方法について 

特別高圧変圧器および附帯機器については、JDECO 仕様の機器の調達とな

ることから、据付に際しても JDECO との協議が不可欠である。 

2) 安全対策 

パレスチナの国内情勢は、西岸地区とガザ地区で大きく異なり、ガザ地区の

治安はいまだ安定していない。一方、西岸地区は、ガザ地区に比べ安定してお

り、一般的な治安状況も従来に比してかなり改善されつつある。自治政府の政

府機能が集中し、調査団が調査中訪れることの多かったラマッラ市では、事件

の発生等の治安上又は安全対策上懸念される事態に遭遇することはなかった

が、治安上又は安全対策上不測の事態が発生する可能性があることから、備え

を十分にしておくことが肝要である。 

本プロジェクトの対象地区であるジェリコ市は西岸地区内で相対的に最も

安定している地域であるが、西岸地区は、どこかで緊張が高まるとその緊張が

西岸地区全域に広がる可能性のある地域である。西岸地区各地に散在するイス

ラエル人の入植地も対立要因をはらんでおり、常に緊張が高まる可能性がある。 
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コンサルタントおよび請負業者は、武力衝突等があった場合には、在イスラ

エル日本国大使館および JICA パレスチナ事務所と連絡を取りながら、関係者

への情報の伝達および安否の確認等が可能な体制を取る。また、緊急連絡網の

作成、各責任者の携帯電話の所持、および危険地域近辺においては必ず車 2 台

で行動するなどの対策をとる。 

3) 工程計画の策定 

工程計画の策定に際しては、太陽光モジュール据付のための基礎工事および

附帯施設であるモニター棟と変電所棟の建設工事に出来るだけ早期に着手で

きる様に配慮する。また、その一環として機材の輸送を 2 回に分ける計画とし、

比較的短期間で製作可能な太陽電池モジュール、架台、接続箱、その他を最初

に輸送する計画とする。 

(2) 調達上の留意点 

調達計画策定に際しては、イスラエル軍による道路封鎖や検問の強化等により、西岸へ

のアクセス、西岸内の移動が制約される可能性が常に存在することに留意する必要がある。

そのため、常に最新の治安・安全情報を入手することが肝要である。 

現地調達建設資材については、品質および供給量が安定しているものを採用する。プロ

ジェクト実施中は、鉄筋のミルシートおよびコンクリートの強度試験結果の確認等、資材

の仕様が要求水準を満足するものであることを確認する必要がある。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本プロジェクトの実施に伴う日本国およびパレスチナが負担する事項を表 3-12 に示す。 
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表 3-12 負担事項区分 

No. 負担事項 日本国負担 
パレスチナ側

負担 

1. 機材を設置するスペース  ● 

2. 附帯施設を設置するスペース  ● 

3. 建設資材置場用地の提供  ● 

4. 新設変電所の一次側配線工事（特別高圧埋設ケーブル）  ● 

5. 整地工事（含む、既存建物の撤去）  ● 

6. 擁壁工事（含む、進入路盛土工事）  ● 

7. 機材調達費 ●  

8. 機材梱包輸送費 ●  

9. 機材内陸輸送費 ●  

10. 機材搬入・据付・調整費 ●  

11. ソフトコンポーネント費 ●  

12. 免税処置（関税、VAT、他）  ● 

13. 工事期間中の進入路の確保  ● 

14. 工事期間中の工事事務所の設置 ●  

15. 既存仮囲い（フェンス）の撤去  ● 
出典： 調査団作成 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

本邦コンサルタントは、以下の方針で施工監理に従事する。 

 太陽光発電システムは、3 種類のシステム（太陽光発電システム、表示システム、

計測監視システム）で構成されており、それぞれのシステムのインターフェー

ス部分で技術仕様書に記載する内容が満たされていることを確認する。 

 機材据付エリアが広範囲になることから、サイト内での据付工事（含む、附帯施

設の建設工事）の進捗状況を適宜モニタリングし、工期内に工事が完了するよ

う監理する。 

 先方実施機関の技術者・維持管理要員が機材の据付、調整･試運転、試験を実施

できるようになるよう、調達業者が技術移転を図ることを監理する。 

 治安情勢に関する情報の収集を行い、請負業者と情報を共有し、安全に配慮する。 

このような方針の下、本プロジェクトにおけるコンサルタントの施工監理は、据付工事

期間中の常駐監理として調達監理技術者を１名配置し、必要な専門技術者を工事（含む、

附帯施設の建設工事）の進捗に合わせてスポット監理で派遣する体制とする。なお、日本

国内においては機材の製作中あるいは出荷前にメーカーの工場で機材の試験・検査に立会、

調達機材が規定した仕様を満足していることを確認する。以下にコンサルタントの施工監

理業務内容を示す。 

 機材製作図書および施工図（含む、附帯施設の建設工事）の確認および承認 

 工場検査への立会い 
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 調達業者の工程管理・安全管理に対する監理 

 据付（含む、附帯施設の建設工事）、調整、試運転時の立会い 

 受け入れ検査手順書、検査実施計画書の承認 

 受け入れ検査（最終検査）への立会いおよび検査完了証明書の発行 

 ソフトコンポーネントの実施 

 関係機関への月次報告、完了時報告 

3-2-4-5 品質管理計画 

(1) 検査・検収等実施計画（機材工事） 

1) 基本方針 

機材の製作期間中においては、調達業者より提出される製作図、施工図、等

が契約書、仕様書に適合しているかを審査し、承認を与えると共に適宜必要な

品質検査を実施する。また、機材の据付工事期間中においては、調達業者より

提出される工事施工計画書（含む、実施体制表）、工程表、施工手順、等が適

切であるかを審査し、承認を与える。 

2) 品質検査 

機材の品質検査に関しては、下記の検査・検収等を実施する。 

a. 製品（工場）検査 

製品出荷前に、各機器単体の仕様適合および性能試験を主要機材、システ

ムについて日本国内にて実施する。 

b. 船積前機材照合検査 

主要部品については、製品（工場）検査立会と同時に員数を確認し、全て

の機器の員数については、船積前機材照合検査において第三者機関により

確認される。検査場所はメーカーの梱包倉庫とする。 

c. 中間検査 

機器単体調整が終了した機器から順次、中間検査（サイト受入検査）をコ

ンサルタント立会のもと実施する。中間検査では、据付・調整に携わった

技術者の機器操作により、検収に必要な試験データの取得をコンサルタン

ト立会のもと行うと同時に、機器の単体相互接続動作時の仕様及び員数の

確認を行う。中間検査は、各システム共、調整・試運転期間の最終日に実

施するものとする。 
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d. 検収・引渡し 

運用指導終了後、コンサルタント立会のもとカウンターパート側が、シス

テムが要求した通りの性能や機能を備えているかを検証する。検収テスト

は、実際の太陽光発電装置を稼働する形態で行われる。検収後、中間検査

試験データ及び検収結果の確認をカウンターパート、コンサルタント、調

達業者間で行った後、先方実施機関（PEA）に引き渡す。 

(2) 品質管理計画（建設工事） 

1) 基本方針 

入札図書（案）作成にあったては、パレスチナの建設事情およびメンテナン

スコストを考慮した現地材料の納まり、工法について詳細な検討を加えた設計

図を作成する。また、仕様書については、工事の高品質を確保するため、パレ

スチナ標準仕様書、日本建築学会建築工事標準仕様書（JASS）、日本工業規

格（JIS）、BS、ASTM 等に準じて作成する。 

建設工事期間中においては、調達業者より提出される工事施工計画書（含む、

実施体制表）、工程表、施工図が契約書、仕様書に適合しているかを審査し、

承認を与える。 

2) コンサルタントによる品質検査 

現場において建設材料および施工の品質が仕様書に適合しているか、各種工

事着手前に調達業者より提出される施工計画書、材料サンプルを審査したうえ

で承認を与える。また、各種工事着手後は施工計画書に基づき適宜、検査を実

施し承認を与える。施工計画書に基づき重点管理項目を定めて、チェックシー

トを用いる等して適宜、検査する。 

本プロジェクトにおいては、全てが現地調達可能な建設資材であるが、メー

カー保証書の確認の他に、適宜、抜き打ち検査等を実施し品質を確保する。 

a. 土工事・基礎工事 

機材据付用の基礎工事が広範囲となることから、適切な掘削工事、掘削面

の養生、埋め戻し・転圧工事、コンクリート打設、等を考慮した工程計画、

養生計画を策定する。 

b. 鉄筋工事 

調達業者より提出されるミルシートを確認すると共に、品質を確保するた

め、適宜、抜き打ち検査による引張り試験等を行う。また、躯体配筋施工

図(一部鉄筋加工図を含む)を審査するとともに、継ぎ手、定着、本数、被

り厚等について、各部位ごとに配筋検査を実施する。 
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c. コンクリート工事 

ジェリコ市内には生コンクリート工場が 2 社ある。建設予定地(現場)への

所用時間はいずれの工場からも 1 時間以内であり、供給能力も十分である。

コンクリート工事についての主な管理方法（管理項目、検査方法等）を以

下に示す。下記に示す検査はコンサルタント立会いの下、調達業者が実施

するものとする。 

i ) コンクリート材料 
材料 管理項目 検査方法 

セメント 水和熱など 溶解熱方法 
砂・砂利・砕石 粒度分布 ふるい分け 
 絶乾比重 比重および吸水率試験 
 アルカリ反応性 アルカリ反応性試験 
水 有機不純物など 水質試験 

ii ) 試験練り時検査管理項目 
管理項目 検査方法 

躯体コンクリートの推定圧縮強度 圧縮試験機 
スランプ スランプコーン 
コンクリート温度 温度計 
空気量 圧力計 
塩化物量 カンタブ 

iii ) コンクリート打設前検査管理項目 
管理項目 検査方法 

練り混ぜから打設終了までの時間 練り混ぜ完了時刻照合 
スランプ スランプコーン 
コンクリート温度 温度計 
空気量 圧力計 
塩化物量 カンタブ 

iv) 工程内検査の管理（コンクリート打ち上がり精度検査） 
管理項目 検査方法 

躯体コンクリートの推定圧縮強度 圧縮試験機 
仕上がり精度（建入れ） スケール 
仕上がり精度（スラブ水平度） レベル・スケール 
仕上がり状態 目視 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 資機材の調達先 

本プロジェクトにおける主な調達主要機材は、以下のとおりである。 
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1) 太陽電池モジュール 

2) パワーコンディショナー（出力電圧 380V 相当にするために必要な昇圧変圧器

を含む） 

また、非主要機材は下記のとおりである。 

1) 接続箱 

2) 集線箱 

3) 太陽電池モジュール取付用架台 

4) 計測監視装置（パーソナルコンピュータ、データ処理用ソフトを含む） 

5) 気象観測装置（日射計、気温計） 

6) 表示ディスプレイ 

7) 受変電盤（変圧器 33KV→380V、630kVA を含む） 

8) 防犯カメラ 

9) LCD モニター 

10) デジタルビデオレコーダー 

11) ハードディスク 

12) パワーサプライユニット 

13) キャビネットラック 

14) 低圧配電盤 

15) 電力ケーブル 

16) 制御ケーブル類 

17) 接地材料 

18) 機器据付および建設工事のために使用するコンクリート材料を主とする建設

工事用資機材 

このうち、パレスチナ内で幅広く流通し、品質も国際的に基準を満たしているセメント、

コンクリート用骨材、鉄筋、型枠用木材等の建設資材並びに JDECO 仕様で計画してい

る受変電盤（変圧器 33KV→380V、630kVA を含む）および一部の電力ケーブルについ

ては現地調達とする。それ以外の資機材については、パレスチナ内で生産・流通していな

いため国外からの調達となる。但し、太陽光発電システム導入後のアフターサービスが必

要不可欠のため、現地代理店があることまたはアフターサービス体制が整備されているこ

とを必須とする。 

国外からの調達品については、3-2-1-8 (2)項で言及したとおり、主要機材については日

本調達、また、その他の非主要機材についても日本調達とする。 

上記の結果、主要機材については日本製を想定し、その他の各機材の調達先は表 3-13

のとおりとする。 
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表 3-13 対象機材調達先一覧 

調達先 
資機材名 

現地 日本 第三国 

［主要機材］ 

太陽電池モジュール 

パワーコンディショナー（昇圧変圧器を含む） 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

［非主要機材］ 

接続箱 

集線箱 

太陽電池モジュール取付用架台 

計測監視装置（パーソナルコンピュータ） 

気象観測装置（日射計、気温計） 

表示ディスプレイ 

受変電盤（変圧器 33KV→380V、630kVA を含む） 

防犯カメラ（LCD モニター他を含む） 

低圧配電盤 

電力ケーブル 

制御ケーブル類 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割合（％） ％ ％ ％ 

   
調達先 

資機材名 
現地 日本 第三国 

［資材］ 

建設材 

鉄筋 

鉄骨（PV 架台用） 

セメント・細骨材（砂）・粗骨材（砕石） 

型枠用合板・木材 

コンクリート二次製品（スラブ用ブロック、他） 

石材 

建具、サッシ 

床用テラゾー 

仕上材（タイル、天井ボード、塗料、その他） 

設備材 

配管材（付属品を含む） 

衛生陶器 

換気扇・エアコン 

電気材 

ケーブル類・電線類・接地材料 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割合（％） ％ ％ ％ 

出典： 調査団作成 
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(2) 調達計画 

請負業者は、コンサルタントが作成する機材仕様書に従って機材の設計、製作、塗装、

工場試験・検査、梱包、輸送、据付を行い、現地試験、検査により運転状況を充分に確認

の上、引渡しを行う。なお、請負業者は内陸輸送・据付工事に必要な許可の取得、サイト

にて行われる作業等に関する必要な資料を作成し、実施機関と充分な協議を行うものとす

る。据付工事実施に際しては以下の方針で臨むものとする。 

1) 据付工事 

現地調査の結果、現地業者は、太陽光発電装置の設置の経験に乏しいことか

ら、機材開梱、基礎の施工、機器組立・据付・設置のみ現地業者にて行い、調

整・試運転、初期操作指導及び運用指導については、受注企業より派遣された

技術者により行うこととする。なお、現地業者は、設置工事の前に熟練技術者

による習熟トレーニングを行い、据付作業を行う計画とする。 

a. 据付工事手順 

1 太陽光パネル架台用コンクリート基礎築造 

2 開梱後、太陽光発電装置機器組み立て据付 

3 太陽光発電設備機器間の配線工事 

4 調整試運転 

5 初期操作指導 

6 運用指導 

7 検収・引渡し 

b. 工事工程 

基礎及び附帯施設その他の建設工事工程、機材据付工事工程は表 3-19 業

務実施工程表による。 

機器開梱、機器組立・据付、その他作業（含む、調整・試運転）の工数は

太陽光発電設備製造業者より想定工数を徴収する。なお、据付に係る現地

傭人として、通訳兼務で、据付工事監督者及び現地電気技師の 2 名を計画

する。 

c. 現地技術員 

現地技術員は、太陽光発電機器の開梱・組立・据付の指揮・監督を行い、

サイトに 2 名配置する。なお、パレスチナにおいては太陽光発電機器据付

工事の実績が少ないことから、現地技術員は受注企業より派遣された技術

者により据付工事のトレーニングを 3 日間受けた後、据付作業の指揮・監

督を実施するものとする。 
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2) PEA への技術移転 

本プロジェクトは、パレスチナの自助努力により総発電容量 500KWp まで

拡大することを想定している。このため請負業者は、プロジェクト終了後 PEA

が独自に機材の据付・システム構築が出来るよう、施工期間中に据付工事、調

整・試運転等の技術移転を行う。 

(3) 輸送計画 

1) 現地調達資機材 

現地調達資機材（機器の据付工事および建築工事に使用する建設資材が主

体）については、請負業者が現地業者から購入し、請負業者の手によってサイ

トに搬入する。建築工事は請負業者が現地業者に委託する。 

2) 日本調達資機材 

イスラエルには主要港として、アシュドット港、ハイファ港そしてエイラッ

ト港の 3 港あり、海上輸送貨物の大部分の荷揚げは、港の設備の良いアシュ

ドット港、ハイファ港にて取り扱われている。本プロジェクトにて日本で調達

する機材については、本邦主要港（横浜港）から定期船の便数が一番多いアシュ

ドット港へ海上輸送を行う計画とする。港での通関後、請負業者によって内陸

輸送（イスラエル～パレスチナ）し、サイトに搬入する。 

3) 機材の輸送分類 

イスラエルの荷揚げ港よりサイトまでの機材の運搬については、全てトレー

ラー（又はコンテナ用トラック）を使ったコンテナ輸送とする。なお、内陸輸

送に使用するトレーラー/トラックの調達事情及び輸送ルートを勘案し、総重量

23ton 以下の 20 フィートコンテナによる内陸輸送とする。アシュドット港か

らサイトまでの所要時間は約 5 時間である。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトで設置する太陽光発電システム（300KWp）は、PEA にとって初めて

導入・経験する規模のシステムである。また、太陽光発電装置が系統連系および逆潮流を

行うことはパレスチナ内でも初めてのケースとなる。このため、本プロジェクトによって

設置された太陽光発電システムが持続的に運用されていくためには、カウンターパート側

への初期操作指導および運用指導が不可欠である。 

初期操作・運用指導を実施する対象機関は、太陽光発電システムの維持管理を担当する

実施機関である PEA とする。また、初期操作・運用指導に係わる技術者は、システムの

工事を担当した請負業者の派遣技術者によるものとする。 

本プロジェクトで設置する太陽光発電システムおよび防犯監視システムの初期操作・運
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用指導の概要は下記のとおり。 

(1) 太陽光発電システム 

1) 指導項目、内容、方法 

太陽光発電システムの主要構成要素である、太陽電池モジュール、接続箱、

集線箱、パワーコンディショナーおよび補助構成要素の計測監視装置、気象観

測装置、表示装置ならびに系統連系用受変電システム等に係る初期操作指導お

よび運用指導は、システムの工事を担当した請負業者の派遣技術者が、PEA

職員（保守管理要員）に対して表 3-14 の内容、方法で実施する。 

表 3-14 太陽光発電システム関わる初期操作指導および運用指導内容 

項目 指導内容 指導方法 

初期操作・運用

にかかる指導 
 太陽電池モジュールの目視点検項目、各太

陽電池パネル間の接続確認、および接地抵

抗測定方法などの指導 
 接続箱の目視点検項目、太陽電池パネルモ

ジュールおよびパワーコンディショナー

への接続確認、並びに絶縁抵抗、開放電圧

および極性の確認方法などの指導 
 パワーコンディショナーの目視点検項

目、接続箱、集線箱および受変電装置への

接続確認、並びに絶縁抵抗、接地抵抗測定

方法、相回転の確認方法などの指導 
 受変電装置の目視点検項目、パワーコン

ディショナーおよび受電ケーブル接続確

認、並びに絶縁抵抗、接地抵抗方法、相回

転の確認方法などの指導 
 パワーコンディショナーおよび受変電シ

ステムの遮断器などの保護装置、各種保護

継電器の機能の確認と設定方法などの指

導 
 パワーコンディショナーおよび受変電装

置の運転・停止方法、並びに発電電圧、受

電電圧など各種計測方法の指導 
 PC とパワーコンディショナー、表示装置

との接続確認、および計測監視装置、表示

装置の運用方法の指導 
 取引用電力計の接続確認および発電電力

量、需要電力量、売電電力量の見方の指導

 気象観測装置の目視点検項目、接続確認お

よび取扱いとデータ収集方法の指導 

初期操作指導： 
操作マニュアルを用い

て、操作を行う保守要員

に対して点検項目、接続

確認、試験確認、取扱、

操作方法の指導を行

い、実地訓練を行うとと

もに習熟度確認を行う。

 
運用指導： 
機器製作図、操作マニュ

アル、システム系統図、

記録フォームなどによ

り、技術要員に対して運

用方法並びに日常点

検、定期点検、各種試験

測定・良否判定方法など

の指導を実施すると共

に、実施運用により習熟

度確認を行う。 

出典： 調査団作成 

2) 実施計画 

初期操作指導および運用指導は、サイトにおいて太陽光発電システムを据付

け、調整、試運転実施後、請負業者の派遣技術者 1 名と現地技術者 1 名の計 2

名がサイトで 2 週間実施する。 
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(2) 防犯監視システム 

1) 指導項目、内容、方法 

防犯監視システムに係る初期操作指導は、システムの工事を担当した請負業

者の派遣技術者が、実施機関である PEA 職員（保安管理要員）に対して表 3-15

の内容、方法で実施する。 

表 3-15 防犯監視システムに関わる初期操作指導および運用指導内容 

項目 指導内容 指導方法 

初期操作・運用

にかかる指導 
 システム概要の説明 
 構成機器類（監視カメラ、モニター装

置等）の機能および仕様説明 
 システム起動、日常操作、システム停

止等の運転操作手順指導と実施 
 故障項目の説明と障害発生時対処方

法指導 
 維持管理（日常点検、定期点検）項目

の指導と実施 

初期操作指導： 
操作マニュアルを用いて、接

続確認、試験確認、取扱、操

作方法の指導を行い、習熟度

確認を行う。 
運用指導： 
機器製作図、操作マニュア

ル、システム系統図などによ

り、運用方法並びに日常点

検、定期点検などの指導を実

施すると共に、実施運用によ

り習熟度確認を行う。 

出典： 調査団作成 

2) 実施計画 

初期操作指導および運用指導は、サイトにおいて防犯監視システム据付け、

調整、試運転実施後、システムの工事を担当した請負業者の派遣技術者 1 名と

現地技術者 1 名の計 2 名が 2 日間実施する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネント導入の必要性 

パレスチナにおける既存太陽光発電システムは、発電量約 5～10kw 程度のものは存在

するが、これらと比較して、上記無償資金協力事業で供与される予定の太陽光発電システ

ムの発電規模は約 300kw と規模が大きい。このような規模のシステム運営はパレスチナ

において初めての試みであり、施設管理者のみならず配電会社にとっても初めて運用する

取り組みとなる。 

右システムの導入に際しては、維持管理、運用に係わる指導のみならず、自動的に表示・

収集されるデータの整理、編集、処理から維持管理要員による解析予報作業に至る作業の

流れも新たに構築することが必要であり、また右システムに不具合が発生した際に、適切

に対処する処理法・修復作業に関しても、関係者が把握しておく必要がある。また、右シ

ステムを系統連系により安定かつ安全な運用を行うためには、配電会社である JDECO

との密接な連携が必要である。 
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以上のように、上記無償資金協力案件のプロジェクト目標が達成されるためには、関連

職員のシステム運営に関する知識とスキルの向上が必要であることから、ソフトコンポー

ネントとして本研修「太陽光発電システムの運営・維持管理能力向上研修」の実施を提案

するものである。 

(2) ソフトコンポーネントの概要 

以下に、ソフトコンポーネント「太陽光発電システムの運営・維持管理能力向上研修」

の概要を示す。 

1) 研修の目標 

本研修の目標は、上記無償資金協力「パレスチナ太陽光を活用したクリーン

エネルギー導入計画」の円滑な立ち上がりのための基盤形成である。 

2) 研修の成果 

研修終了時点で達成されるべき本研修の成果として、以下４点をあげる。 

・ 太陽光発電システム・機材の運営維持管理方法が理解される 

・ 電力および気象データの整理、編集、処理、活用の意義と方法について理

解される 

・ 太陽光発電装置並びに系統連系にかかるトラブル予防並びに対処方法が

理解される 

・ JDECO の電力供給網へ継続的に供給されるためのシステムが理解される 

(3) ソフトコンポーネントの内容 

本研修における期待される成果に対する活動内容は表 3-16 に示すとおりである。 
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表 3-16 本研修の成果と活動内容 

成果 活動 
１．太陽光発電システム・機材の運営

維持管理方法が理解される 
1-1 太陽光発電システムの構成機器類はそれぞれ耐用年数が

異なり適切な更新が必要であることから、機器更新計画

に関わる指導を行う 
1-2 パワーコンディショナー等の故障、定期点検はメーカー

による実施が推奨されることから、定期点検・修理時の

メーカー技術者派遣に関わる指導を行う 
1-3 太陽光発電設備全般について研修テキストを作成し、授

業（演習を含む）を行う 
1-4 研修生ら自身が維持管理マニュアル（維持管理体制を含

む）を作成する 
1-5 研修生ら自身が設備保安規定を作成する 
1-6 研修終了時に理解度確認テストを行う 

２．電力および気象データの整理、編

集、処理、活用の意義と方法に

ついて理解される 

2-1 電力および気象データの整理、編集、処理、活用の意義

と方法について研修テキストを作成し、授業（演習を含

む）を行う 
2-2 データの保管法方法とデータ活用方法について、研修テ

キストを作成し、授業（演習を含む）を行う 
2-3 研修生ら自身が計装にかかるマニュアルを作成する 

３．太陽光発電装置並びに系統連系に

かかるトラブル予防並びに対処

方法が理解される 

3-1 太陽光発電装置のトラブル予防ならびに対処方法につい

て、研修テキストを作成し、授業（演習を含む）を行う

3-2 故障処理時（自動処理）の診断報告書の作成方法、保管

方法について、研修テキストを作成し、授業（演習を含

む）を行う 
3-3 研修終了時に理解度確認テストを行う 
3-4 研修生ら自身が日常的レベルのトラブルシューティング

並びに診断報告書作成・保管にかかるマニュアルを作成

する 
４．JDECO の電力供給網へ継続的に

供給されるためのシステムが理

解される（系統連系システム） 

4-1 系統連系について、研修テキストを作成し、授業（演習

を含む）を行う 

出典：調査団作成 

上表に示すとおり、本研修の内容は、１）太陽光発電システム・機材の運営・維持管理

技術にかかるもの、２）運用により得られたデータの活用にかかるもの、３）および４）

系統連系運営技術にかかるもの、に大別される。 

一方、本研修のターゲットグループ（研修生）は表 3-17 に示すとおりである。本プロ

ジェクトで整備される太陽光発電システムの運営・維持管理は、実施機関である PEA 所

管で実施されるものの、農産加工団地を所管する PIEFZA との連携が不可欠であること

から、PIEFZA のエンジニア（2 名）も対象者としている。 
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表 3-17 本研修事業の対象者（ターゲットグループ） 

No. 部署 要員数 

1 PEA 維持管理要員 4 
2 PEC（再生エネルギー担当） 1 
3 PIEFZA エンジニア 2 
4 JDECO ジェリコ支所 2 
5 JDECO 本社 1 

合計 10 

出典：調査団作成 

また、想定される実施スケジュールは表 3-18 に示すとおりである。 

表 3-18 本研修事業の実施工程 

 2011 年 11 月 2011 年 12 月 2012 年 1 月 
国内準備作業 
 

   

現地研修期間 
 

   

国内とりまとめ作業 
 

   

出典： 調査団作成 

3-2-4-9 実施工程 

本プロジェクトの調達・据付工事を最も合理的に実施した場合の事業実施工程を表

3-18 に示す。業務実施期間は、実施設計 4.5 ヶ月、調達期間 12.5 ヶ月、ソフトコンポー

ネント 1.5 ヶ月（0.5 ヶ月は調達期間とラップする）の合計 18.0 ヶ月となる。 

表 3-19 業務実施工程表 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

ｿﾌﾄ
ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ

実
施
設
計

調
達
･
据
付

(現地調査)

(国内作業)

(入札業務) (計 4.5月)

(計 12.5月)

(ソフトコンポーネント)

(機器製作図作成・調達機材製作)

(調達機材輸送)

(据付･調整)

(計 1.5月)

 
出典：調査団作成 

 

0.4MM 

1.0MM

0.1MM
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトが日本国の無償資金協力案件として実施されるに際して、パレスチナ側負

担事項に付いては、「3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分」の表 3-12 のとおりであるが、以

下の措置を講ずることが日本側およびパレスチナ側の双方で確認された。 

(1) パレスチナ側負担手続き 

1) 用地に関する手続き 

本プロジェクトにおいては、別途進められている農産加工団地第 1 期工事用

地の一部（約 1.3ha）に調達機材を設置する。但し、当該用地の造成・整地工

事8の完了は 2010 年 9 月頃の予定である。 

2) 免税手続き 

本プロジェクトの調達契約に基づく資機材の調達および業務遂行のために

パレスチナに入国する日本国民に対する関税、内国税、その他の課徴金につい

て免除する。また、調達される資機材の通関を速やかに実施し、これら資機材

の輸入にかかわる関税・VAT を免除する。 

3) 便宜供与 

認証された契約に基づいて提供される役務および同契約に関連して必要と

なる受注企業により派遣された技術者に対し、その役務を提供する目的のため

のパレスチナ入国および滞在に必要な措置を保証する。 

4) 銀行取極、支払い授権書の発給 

日本国内の銀行にパレスチナ名義の勘定を開設し、当該銀行に対して支払授

権書を発給する。さらに上記の銀行取極に基づき、支払授権書のアドバイス料

および支払い手数料などの手数料の支払について責任を持って実行する。 

(2) パレスチナ側分担事業 

本プロジェクトの対象サイトは、農産加工団地計画を所管している PIEFZ より無償で

提供される。また、対象サイトへのアクセス道路および対象サイトの造成・整地工事は日

本政府拠出による UNDP の資金援助により実施されることから、本プロジェクトの実施

機関である PEA の負担工事は下記の通りである。 

1) 変電所の一次側配線工事（特別高圧埋設ケーブル） 

本プロジェクトで整備される太陽光発電設備の系統連系および逆潮流のた

めに設置される特別高圧変電所へ、JDECO 所管の既存開閉所より特別高圧埋

設ケーブルの敷設工事を行う。 

                                                  
8 日本政府拠出による UNDP の資金援助により実施。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

本太陽光発電システムの運営・維持管理体制および計画機材に対する主な点検業務項目は、

以下の通りである。 

(1) 運営・維持管理体制 

本プロジェクトにより整備される太陽光発電システムの運営・維持管理は、実施機関で

ある PEA 所管で実施される。そのため、PEA は電気技術者 2 名とガードマン 1 名（夜

間）の新規雇用を計画している。ただし、特別高圧受変電機器類については、配電網を所

管している JDECO への委託管理とする。 

(2) 太陽光発電システム点検項目 

1) 日常点検 (１回以上/月)：  

① 目視確認機器：太陽電池モジュール、接続箱、パワーコンディショナー等 

② 測定・試験項目：なし 

③ 作業項目：清掃等 

2) 定期点検 (2 回以上/年：JEM-TR288 の規程に準じる)： 

① 目視・指触：太陽電池モジュール、接続箱、パワーコンディショナー等 

② 絶縁抵抗測定：接続箱、パワーコンディショナー、開閉器類 

③ 開放電圧：中継端子箱 

(3) 予備品および交換部品 

1) 予備品 

① 太陽電池モジュール（総容量の 2%相当分） 

2) 交換部品（パワーコンディショナーおよび各種開閉器盤用） 

① ランプ類各１個 

② ヒューズ類各 1 個 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本国負担経費  

施工・調達業者契約認証まで非公表 
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(2) パレスチナ側負担経費 48 千 NIS （約 1.2 百万円）  

① 一次側配線工事（埋設ケーブル） 48 千 NIS  (約 1.2 百万円） 

(3) 積算条件  

① 積算時点 ： 平成 21 年 12 月 

② 為替変換レート ： 1US$ = 95.44 円、1NIS=25.53 円 

 （閣議レート） 

③ 施工・調達期間 ： 平成 22 年 11 月～平成 23 年 11 月 

3-5-2 運営･維持管理費 

本無償資金協力案件によって調達する太陽光発電システムに係る機材は、主に太陽電池パ

ネル、パワーコンディショナー、気象観測装置、計測監視装置（PC）、表示ディスプレイ

および受変電設備等である。全ての機材が新たに据付・設置されることから、本案件実施に

伴い予算措置が必要となる運営維持管理費は、以下の項目が挙げられる。 

① 太陽光発電システムによる売電電力量の管理 
② 計測監視装置、表示ディスプレイ、防犯システム等の運用に要する 

使用電気料金 
③ 太陽電池パネルの定期清掃に伴う人件費 
④ 太陽光発電設備、受変電設備等の電気設備全般の保守に伴う人件費 
⑤ 生活用水費 
⑥ 消耗品費 

上記の運営管理費の概要は下記のとおりである。 

(1) 太陽光発電システムによる売電電力量の管理 

売電電力量の管理形態および売電単価については、PEA と JDECO の間で締結される

合意書の合意内容によるが、売電電力量の管理に係る諸費用は、売電による売上金より補

填することとする。 

(2) 計測監視装置、表示ディスプレイ等の運用に要する電気料金 

計測監視装置１式、表示ディスプレイ（32 インチ）１台の運用および附帯施設である

モニター棟および変電所棟の建築設備ならびに外灯に要する電気料金として、年間 7,200

シケル（NIS7,200.00）が必要になる。 

(3) 電池パネルの定期清掃に伴う人件費 

月１回の太陽電池パネル(300kW)の清掃に要する人件費として、年間 9,000 シケル

（NIS9,000.00）が必要になる。 

(4) 太陽光発電設備、受変電設備、付帯施設等の電気設備全般の保守に伴う人件費 

本プロジェクトで整備される太陽光発電施設および付帯施設は新たに建設される施設
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であることから、2 名の運営・保守要員と 1 名のガードマンを新規に雇用することが必要

であり、この新規雇用に要する人件費として年間 108,000 シケル（NIS108,000.00）必要

となる。 

(5) 生活用水費 

本プロジェクトの対象サイトには給水ネットワークが整備されていないことから、当面

（農産加工団地が整備されるまで）はモニター棟で執務する運営・維持管理要員のための

生活用水を調達する必要がある。月平均の使用量を 4.0 m3程度とすると、この生活用水

の調達に要する生活用水費として年間 1,200 シケル（NIS1,200.00）必要となる。 

(6) 消耗品費 

サイトに設置する計測観測装置にはプリンターが含まれている。このプリンターはイン

クジェットプリンターであり、インクのカートリッジを 1 年に 4 回交換する必要が生じ

ると考えられる。プリンターは、モニター棟に 1 台設置される。従って、年間 600 シケ

ル（NIS600.00）必要となる。 

また、附帯施設であるモニター棟および変電所棟の建築設備ならびに外灯に係る、部品

交換費および消耗品費も必要となる。 

以上を表にまとめると表 3-20 のようになる。 

表 3-20 調達される機材の運営・維持管理費 
単位:シケル（NIS） 

費 目 １年目 2 年目以降 備 考 

太陽光発電システムによる売電電力量の管理 0.00 0.00  

計測監視装置、大型ディスプレイ等の運用に要

する電気料金 
7,740 7,740 1,500KWh/月 

太陽電池パネルの定期清掃に伴う人件費 9,000 9,000 15 人工/月 

太陽光発電設備、受変電設備等の電気設備全般

の保守に伴う人件費 
108,000 108,000  

生活用水費 1,200 1,200 4.0 ㎥ /月 

消耗品費（含む、部品交換費）    2,400    2,400  

合計 128,340 128,340  

注記：交換レートは 1 シケル（NIS） = 25.14 円 

出典：調査団作成 
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3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

3-6-1 電力逆潮流（系統連系）に係る合意書の締結 

本プロジェクトの太陽光発電システムは逆潮流を含む系統連系システムである。そのため

の前提条件として、既存配電網を所管している JDECO と本プロジェクトの実施機関であ

る PEA との間で合意書を締結することが不可欠である。その合意書の締結に際しては、下

記事項に留意すべきである。 

(1) 新設変電所の維持･管理 

太陽光発電システムの維持管理は本プロジェクトの実施機関である PEA(もしくは、

PIEFZA) の維持管理（保守）要員による実施が可能であるが､新設変電所の維持管理は

特別高圧であるため、JDECO に 委託（有償）すべきである。当該委託費は売電価格の

設定の際に当該委託費を勘案した価格設定とすることが望ましい。 

(2) 新設変電所の監視･警報設備と JDECO 総合監視センター(ジェリコ)との接続 

新設変電所内は全て JDECO の技術仕様に基づいた機器を設置する計画としている｡

JDECO 所管の既存変電所(ジェリコ管内で合計 12 ヶ所)と同様に､新設変電所からの各種

監視警報(遮断器の開閉状態､異常､故障)を JDECO の監視システムに接続する必要があ

る｡ 

3-6-2 本邦技術者による据付工事管理および維持管理トレーニング 

日本の太陽光電池の製造メーカーの中には、パレスチナを紛争国と見なし、危険国での企

業活動を行わないとの企業ポリシーを通告するメーカーがある。拠って、製品の調達（輸出）

をすることが出来たとしても、その据え付け指導、ソフトコンポーネントの実施に際しての

技術者の派遣、アフターサービスの確保等が懸念される。 

3-6-3 対象サイトの造成・整地工事および対象サイトへのアクセス道路の整備工事 

対象サイトの造成・整地工事および対象サイトへのアクセス道路の整備工事は、日本政府

の資金援助により実施されているが、造成工事の遅延、本件対象サイトへのアクセス不可等

の事態が発生する事が懸念される。また、整地工事におけるレベルの精度も懸念される。 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

(1) プロジェクト実施により期待される効果 

本プロジェクトの実施により期待される直接効果、間接効果等については、表 4-1 に示

す通りである。 

表 4-1 プロジェクト効果 

現状と問題 協力対象事業での対策 直接効果 間接効果・改善程度 

① パレスチナは地球

温暖化ガス（GHG）排

出削減と経済成長を両

立させる能力と資金が

不足している。 

② そのため、未だ、再

生可能エネルギーに対

するインフラの整備及

びそのための優遇政策

等が実施されていない。 

③ 発電事業に係る法

整備が未だ確立されて

いない。 

① 系統連系（逆潮流あ

り）の導入。 

② ソフトコンポーネ

ントによる、太陽光発電

システムの維持管理に

係る技術指導。 

①  温 室 効 果 ガ ス

（CO2）が年間約 196.4

ﾄﾝ削減される。（表 4-3

参照） 

② 太陽光による自家

発電により、当面は輸入

電力量が減り、国庫の支

出が軽減できる。また、

将来的には農産加工団

地（共用施設）の電力料

を節約できる。 

① 太陽光発電システ

ムを導入することによ

り、パレスチナ内での太

陽光発電の普及、拡大に

弾みがつく。 

② 今後、世界規模での

太陽光システムの普及

拡大が見込まれる太陽

光発電システムの普及

に伴いパレスチナの関

連産業が育成される。 

(2) プロジェクトのショーケース効果 

本プロジェクトで実施される太陽光発電システムは、パレスチナにとって最初の系統連

系（逆潮流あり）による太陽光発電システムである事から、多くの来訪者（他ドナーおよ

び国際機関関係者、学生を含む大学関係者等）があるものと思われるが、対象サイトにお

けるショーケース効果は以下の通りである。 

表 4-2 ショーケース効果に係る指標 

No. 指標 対象サイト（農産加工団地） 

1. 設置場所 ジェリコ市郊外（南端）に位置し、市中心部から約 4.5km

の距離である。（巻頭のプロジェクト位置図参照） 

2. 農産加工団地に出入りする想定車

輌交通量（1 期および 2 期の合計）

農産加工団地の F/S 報告書によると、日当りの車輌交通量

が 3,305 台と想定されている事から、年間の車輌通行台数

は 3,305×52 週×5 日/週=859,300 台/年と推定される。 

3. 農産加工団地の想定就労者数（1 期、

2 期および 3 期の合計） 

農産加工団地の F/S 報告書によると、就労者数は 7,000 人

と想定されている。 

4. その他 ジェリコ市の人口約 4 万人(2007 年)。 
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(3) CO2削減効果 

本プロジェクトによる直接的な CO2 削減効果は、本プロジェクトの太陽光発電システ

ムにより発電された電力が既存の重油による火力発電の代替とした場合、CO2 の削減量

は年間約 290.6 トンである（表 4-3 参照）。これは、スギの木 21,000 本の CO2吸収量に

相当（196.4t÷/0.014t/本=21,000 本）する。また、この削減量は石油換算で 107.2 キロリ

ットルの節約に相当する。 

表 4-3 温室効果ガス（CO2）削減量 

対象サイト/出力 農産加工団地： 300ｋW 

石油火力発電のライフサイクル 

CO2排出量（発電端）*（g-CO2/kWh） 
742.1 

太陽光発電のライフサイクル 

CO2排出量（発電端）*（g-CO2/kWh） 
53.4 

想定年間発電量（kWh/y） 422,000 

太陽光発電で代替した場合の 

CO2の削減量（t-CO2/y） 
(742.1-53.4) x 422,000/1,000,000=290.6 

出典：新エネルギー・産業技術開発機構（NEDO）のデータ(*印)を基に調査団作成 

本プロジェクトにて、パレスチナの、世界中から太陽光発電の最適地として注目されて

いる、ジェリコ市に最初の太陽光パネルを設置することで、再生可能エネルギーに関する

パレスチナにおける啓発効果を高めることが大いに期待され、本プロジェクトの間接的な

裨益効果としては、将来さらなる太陽光発電の普及拡大と逆潮流の系統連系型太陽光発電

システムが可能になることにより、パレスチナの需要電力の一部を賄い、化石燃料の消費

および温室効果ガスの排出量が削減され、クールアース・パートナーシップ加盟国である

パレスチナおよび世界の気候変動に関する政策に寄与することが可能となる。 

4-2 課題・提言 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題 

本プロジェクトの実施による太陽光発電システムの導入を契機に、再生可能エネルギーの

一つである太陽光発電のパレスチナでの普及、拡大を図ることが重要である。そのためには、

国家政策としての再生可能エネルギーに対する優遇税制、補助金、電力の固定価格買取制度

（FIT: Feed-in Tariffs）および電力会社の再生可能エネルギーによる発電の割合を定めた

固定枠制度（RPS: Renewable Portfolio Standard）などの施策が必要である。 

また、電力事業関連制度に関しては、2009 年 5 月に発効された新電気事業法（New 

Electrical Law）に将来を見据えた電力事業の許認可に係る電力事業諮問委員会

（Palestinian Electricity Regulatory Council: PERC）の設立が規定されているが、将来的

には PERC が電力事業に係る許認可を諮問する機関となる。また、それに伴い、西岸地区

における送電系統の包括管理会社である PTEL (Palestine Transmission Electrical 
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Limited) が設立1される予定であり、設立されれば TPA (Third Party Access: 第 3 者によ

る発電電力のグリッドへの接続、即ち、逆潮流接続) が可能となる。よって、PERC が実質

的に機能する体制の確立が喫緊の課題である。 

4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

パレスチナにおいては、太陽光発電のより一層の普及、拡大を図り、さらに各家庭、各職

場、事業所での太陽光発電システムの設置、発電事業の商業ベースでの発電に結び付けるに

は、我が国、国際機関、先進諸国等の技術的、経済的な援助が必要である。そのためには、

必要に応じて、JICA など通じて我が国の民間企業等による技術協力（太陽光パネルの製造、

逆潮流による系統連系の制度化、大規模蓄電池システム、スマートグリッド化など）の他、

資金的な援助も必要となる。 

4-3 プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは、以下の目的、意義、効果等を満足させるものであり、発電事業として

は小規模とは言え、パレスチナでの再生可能エネルギーの太陽光発電の普及、拡大のための

先駆けとして大いに貢献できることを勘案すれば、本プロジェクト実施の意義は大きい。 

本プロジェクトの妥当性を示す根拠として、以下の事項が挙げられる。 

① 本プロジェクトの実施を契機にパレスチナにおける太陽光発電システムがより普及、

拡大することにより、その裨益対象は、貧困層を含む西岸地区の住民（約 240 万人）

まで拡大する。 

② 太陽光発電システムが普及することにより、パレスチナでの電力の安定供給に寄与す

ることが可能である。パレスチナにおいて、今後世界規模で普及・拡大が期待される

太陽光発電システムに伴う関連産業（電力、住宅、建設、製造など）が育成される。 

③ 太陽光発電システムは、基本的には、「メンテナンスフリー」であり、パレスチナの

資金、人材と技術で運営・維持管理が可能で、とくに高度な技術を必要としない。 

④ 本プロジェクトは、パレスチナ政府の中・長期的開発計画の目標を達成するために、

我が国からの呼掛けに応じてパレスチナから要請されたプロジェクトである。 

⑤ 本プロジェクトは、再生可能エネルギーの開発を模索しているパレスチナにおいて、

一般国民に対して太陽光発電システムを普及、拡大するための試験的・モデル的性格

を有するプロジェクトである。 

⑥ 本プロジェクトは、温室効果ガスの排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化に

貢献しようとする途上国に対する取り組みである「クールアース・パートナーシップ」

の目的を満たすプロジェクトであると同時に、CO2 削減（地球温暖化防止）に貢献

                                                        
1 独自の送電網の敷設も計画されている。 
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できるプロジェクトである。将来さらに普及、拡大することにより、さらなる貢献が

期待される。 

⑦ 我が国の無償資金援助の制度により、困難なく実施可能なプロジェクトである。 

4-4 結論 

パレスチナはクリーンエネルギーの普及促進等の方法で温室効果ガスの排出を削減する

ための努力を、エネルギー庁（Palestinian Energy Authority: PEA）所管のエネルギー環

境研究センター（Palestinian Energy & Environment Research Center: PEC）主導で実

施しているが、再生可能エネルギー技術の導入の遅れおよびプロジェクトの資金不足に直面

し、先進国および国際機関からの技術面・資金面での支援を期待している状況である。わが

国からの無償案件をきっかけに、地球温暖化防止に向け再生可能エネルギー開発を世界の援

助も受けながら積極的に促進させたい意向である。 

本プロジェクトは、パレスチナでの太陽光発電の普及、拡大をする上で一つのきっかけと

なりうる重要なプロジェクトであり、将来商業ベースで太陽光発電を行うための一つの触媒

たりうるプロジェクトである。このことにより、パレスチナは、今後、地球温暖化防止に貢

献することが可能となる。 
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